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＜総括＞

平成18年10月に相談支援事業が施行され相談支援（ケアマネジメント）が報酬基準の対象となったことで本年4月から地域生活支援センターが中心となって相談支援専門員の役割を果たしているが、現状では3障害共通したサービスの提供、施設間での連携は一朝一夕で解決されるものでもなく青明舎者以外の事業所でも利用者件数は伸びていない。一方で自立支援法におけるサービスメニューの「訓練給付」と「介護給付」は、“ハコ”から“ニーズに基づく機能”による事業の組み立てなど、従来の考え方と根本的に異なるパラダイム･チェンジなくして障害者自立支援法に対応することは出来ないものと考える。従来の施設入所に主眼をおいたサービス体制は利用者がサービスに合わせていたが、今後は、利用者のニーズを明らかにし、利用者サービスを作り上げていく姿勢を重視していかなければ平成23年度末の経過措置期間終了に向けて、施設運営は次世代の福祉サービスへ対応できない。サービス管理責任者の役割は前記したサービス間の調整とパラダイム・チェンジに係わるスタッフの意識変革の実行も求められている。

では、どのようにしてサービス管理責任者の役割と責任を遂行するのか？それにはケアマネジメント手法を有効的に活用できることが求められる。相談支援も同様であるが、住みなれた地域で自分らしい生活を営めるよう生活者の視点からサービスを展開することが必要となる。ただ闇雲にケアマネジメントしても援助者側の作成した訓練計画に従った「やらされる感」が強くなり結果的にパターナリズムとなる恐れがある為、利用者自身の意思による目標への動機付けを引き出し、計画は共同で作成しなければならない。また、サービス提供のポイントとしては、サービスを組み合わせることが必要となる為、単一の事業者だけで支えるという考えから脱却しなければならない。グループホーム、通所事業所、就労支援、雇用、インフォーマルサービスなど他の事業者と協力していくこと、社会資源の開発、利用者の発掘などアウトリーチすることも必要となり、援助者側の知識、技術のほか、素養、センスが求められることを実感した。

　具体的にサービス管理のプロセスと役割について、施設処遇検討会議での処遇計画と実行の相互性について照らしてみると、最近ではニーズ重視より問題点の抽出に偏っている感があり若干修正の必要があると感じた。施設利用者の処遇がある程度固定化され、その中での問題点に焦点が行きやすくなり、利用者ニーズを引き出すことに焦点を当てた計画より、目前の問題点の引き出しに留まっていることが多い。また、問題点の背景にある過程プロセスを利用者と共有していない部分もあるため、技術不足を露呈してしまうこともある。ケアマネジメントがただの“見立て”となり、計画を実行する“手立て”が机上の空論とならないよう再度学習の場で検証していきたい。

　最後に援助者（職員）が成長する為に、サービス管理者の視点を持つことは“木を見て森を見ず”の援助に陥らず、サービス提供の視点、サービス提供のポイント、利用者の意向とサービス内容の齟齬は無いか、リスク管理への対応等、援助過程を理論と照合しながら検証することも必要となるため、施設処遇検討会議を通して伝達していきたいと考える。

「分野別アセスメントとモニタリング」「サービス提供プロセスの管理」「サービス内容のチェックとマネジメント（模擬会議）」

知的障害者更正施設あかしや寮　寺澤　昭二　氏

地域生活支援事業所　すみれ　鳴海　秀春　氏

<考察>

　サービス管理責任者研修では３日間を通して殆どの時間をサービス管理者の主たる業務、サービス提供の基本姿勢、サービス管理のプロセス、３障害に対応したケアマネジメントの実践に費やした。３障害一元化したサービスを実施するために必要となるケアマネジメントが実践的で有効に機能するために、他障害者施設の援助者との模擬会議はそれぞれの分野の援助者にとっては大変有意義なものであった。事例検討を通じて、普段精神障害者固有のケアマネジメントを行っていることもあり、知的障害者の事例検討では障害特性を省察せず適切なサービス利用計画に反映できなかったことを振り返った。

相談支援専門員の研修でも同様に感じたことではあるが、援助技術の偏りがケアマネジメントプロセスに影響が出るため、障害特性の理解は最低限必要である。また、自分自身の問題解決傾向やクセや、個人として蓄積された経験や価値観を問われることもあり、自己固有のケアマネジメントプロセスを省察し利用者と向き合うことが専門職とし質の向上に繋がる。障害者自立支援法の対応としては今後、SW勉強会でも他障害者領域のSWと合同で事例検討する機会を設ける必要性があると考える。

「3障害に対応するアセスメント及びモニタリングの実際」

１．サービス提供の基本的姿勢

①生活支援の基本姿勢

資源の有無ではなく、利用者にとって必要なものは何か。無いときには、自立支援協議会で必要な資源の開発を検討する。

②柔軟性のあるサービス

　計画に合わせるのではなく、プロセスを追う中で、必要に応じて計画の見直しを行う。

③利用者が家庭や地域社会での役割を持つことを可能にする。

　本人の能力を生かし、家族や地域の一員として役割を果たせるように、家庭や地域と一緒になって力が引き出せるよう助言する。

④地域社会とのつながりを発展させる。

　行事や自治会等に参画し1人の住民として活躍できる機会を計画に盛り込み、支援者からの地域の支援に委ねる。

⑤住居と日中活動を分ける。在宅希望者は地域交流を届ける。

　家庭生活と日中活動を分けることで社会参画の機会を広げる。

⑥個別地域生活支援を必要とする対象者の発掘

　障害の程度、重度ではなく、在宅等で支援を受けていない人が、何らかの生活上の課題があり、個別支援を受けることで、その対象者の生活が改善すると判断される障害者に支援を届ける。

2．サービス提供のポイント

1 サービスを組み合わせる

単一の事業者のみで支援を行おうとすることが多い。地域移行に際し多様な支援を組み合わせて支える仕組みが不足している。

↓

地域移行に際し、単一の事業者だけで支えるという考え方から脱却し、グループホーム、通所事業、雇用、インフォーマルサービスを組み合わせる。

2 課題の整理と利用機関の設定

利用者個々の課題の整理が出来ず、サービスの期間やゴールが不明確。課題の抽出の仕方や優先順位を間違えるとゴールへの道筋を見失い、画一的なサービスを提供しがちになってしまう。

↓

利用者個々の課題の整理と支援期間の設定はゴールへの道筋が見える。ゴールへの近道となる。

③　訓練のありかた

　　専門家主導の訓練は「やらされる」訓練となりがちで、利用者の意志で積極的に取り組む訓練と

　　はなりにくく、本人の力が発揮しにくい。

　　↓

　　利用者自身の意志による目標への動機付けを行い、目標への道のりを利用者自身が把握、自覚す

　　ることにより、主体的に「やる」訓練となり、希望する将来像に向けて動機を持って積極的に訓練

　　に取り組むことを重視する。

④　地域での暮らしの力をつける

　　施設外での活動が少ない、特に閉鎖的な施設では外部との交流も少ないため、集団生活を維持したり、トラブルを回避するために、社会参加が遅れる。生活領域が狭まることにより、QOLの低下となる。

　　↓

　　地域資源を活用して暮らしの力をつける。訓練終了後の地域生活をイメージ出来るよう、地域で暮らしている人たちと会ったり、生活体験プログラム等を活用するなど、早期に地域住民としての社会参加を実現する社会生活能力を養う。

⑤　地域住民として生きる

　　地域住民との交流が欠けやすいため、グループホームの利用者は、近隣の人々との交流が少なくなりやすく、地域住民の1人としての生活が実質的に確保されていない。

　　↓

　　地域住民がグループホームを訪問したり利用者が町内活動に参加するなど、相互の交流がスムーズにできるよう関係調整を図り、利用者が1人の地域住民として生活することを支援する。

　　利用者個々の生活課題の整理ができず、本人らしい生活を過ごしにくい。

　　↓

利用者個々の課題の整理とその人らしい暮らし方を支援する。地域住民の1人として地域のルール

を尊重し、暮らしやすくするために利用者の課題を把握する。その上で、何が本人らしい生活かを探り、地域生活を堪能出来るように支援する。
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